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中央競技団体のガバナンス・コンプライアンス診断
（モニタリング）

目的：中央競技団体のガバナンス又はコンプライアンスに関する現況評価を行い、より良い団体運営の推進を支援する
方法：対象者にアンケートを送付し、回答結果をJSCで集計・分析し、NFにフィードバックする
対象：（ガバナンス）理事会構成員、（コンプライアンス）競技者、指導者、事務局員
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必要に応じて課題改善に
向けた協議、要望があれ
ば専門家を派遣

「スポーツ・インテグリティの確保に向けたアクションプラン」（2018年12月、スポーツ庁）
（5）中央競技団体に対するモニタリングの実施
○JSCは、中央競技団体のガバナンスやコンプライアンスの状況の改善に資するよう、2019年度以降、円卓会議と
連携し、モニタリングを着実に実施するとともに、その結果を円卓会議に報告してJSPO、JOC及びJPSAと共有する。
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ガバナンス・コンプライアンス診断実施団体
（2021年度）

ガバナンス診断
公益財団法人日本自転車競技連盟
公益社団法人日本トライアスロン連合
一般社団法人日本車いすカーリング協会

コンプライアンス診断 公益財団法人日本ラグビーフットボール協会
特定非営利活動法人日本障害者スキー連盟
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スポーツガバナンスウェブサイト運用実績報告

https://www.sg-web.jpnsport.go.jp/sgw/Top

登録団体数：907
＜内訳＞
一般スポーツ団体：788
中央競技団体 ：119

スポーツガバナンスウェブサイト概要
• スポーツ団体の「スポーツ団体ガバナンスコード＜一般ス

ポーツ団体向け＞」に基づく自己説明・公表を促進すること
を目的に構築されたウェブサイト。2021年3月運用開始。

• 24時間365日、無料で利用可能。
• 利用団体は団体IDを取得し、団体基礎情報（団体名、法人格、

所在地、実施競技等）とともに、自団体の自己説明を登録し、
公開する。

• 各団体が登録した情報は、メールアドレス等の個人情報を除
き、全て公開され、閲覧・検索可能。

※3月24日時点で公開済みの団体数
※前年度比61%増加（2021年3月末時点の登録団体数：564）

https://www.sg-web.jpnsport.go.jp/sgw/Top
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スポーツガバナンスウェブサイト登録団体統計情報
（一般スポーツ団体）

１．法人格別内訳 ２．登録団体所在地
（登録団体数上位都道府県）

３．加盟している上位団体

４．下部団体数 ５．登録競技者数 ６．役員及び職員の合計

※データ取得日：2022年3月24日

1 東京都 158 20.1%
2 神奈川県 39 4.9%
3 北海道 38 4.8%
4 山形県 37 4.7%
5 兵庫県 35 4.4%
6 大阪府 34 4.3%
7 福岡県 32 4.1%
8 埼玉県 23 2.9%
9 福島県 19 2.4%
9 愛知県 19 2.4%
11 宮城県 18 2.3%
11 千葉県 18 2.3%

1 総合型地域スポーツクラブ 202 29.1%
2 都道府県体育・スポーツ協会 198 28.5%
3 中央競技団体 117 16.9%
4 その他 81 11.7%
5 日本スポーツ協会 76 11.0%
6 市区町村体育・スポーツ協会 60 8.6%
7 都道府県競技団体 49 7.1%
8 日本レクリエーション協会 34 4.9%
9 市区町村競技団体 26 3.7%
10 日本パラスポーツ協会 14 2.0%

※回答団体数 694 88.1%

10未満 88 25.9%
10以上、30未満 85 25.0%
30以上、100未満 113 33.2%
100以上 54 15.9%

※回答団体数 340 40.0%

100人未満 109 22.2%
100人以上、500人未満 179 36.4%
500人以上、1,000人未満 59 12.0%
1,000人以上、3,000人未満 53 10.8%
3,000人以上、10,000人未満 41 8.3%
10,000人以上 51 10.4%

※回答団体数 492 57.8%

10人未満 162 26.5%
10人以上、20人未満 201 32.8%
20人以上、50人未満 158 25.8%
50人以上、100人未満 47 7.7%
100人以上 44 7.2%

※回答団体数 612 71.9%
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スポーツ団体対象研修会開催報告
１）背景・目的
• JSCが実施するガバナンス・コンプライアンス診断等で得られた知見を踏まえ、スポーツ団体のガバ
ナンス・コンプライアンスの改善・強化に資する情報提供の一環として、オンライン研修会を開催。

• また、「スポーツ団体ガバナンスコード」において、各スポーツ団体は定期的に役職員、選手、指導
者、審判員へのコンプライアンス教育を実施することが期待されていることも踏まえ、基礎的な内容
のコンプライアンス研修を実施した。

２）令和3年度研修会概要
※いずれもZoomを活用したウェビナーとして開催。

①中央競技団体役員向けコンプライアンス研修
対象 ：JSPO/JOC/JPSA加盟中央競技団体役員（特に理事・監事就任1期目・2期目の者）
日時 ：11月26日（金）18:00～19:30、11月27日（土）10:00～11:30​
講師 ：大橋卓生弁護士（パークス法律事務所）
参加者数：381名

②スポーツ団体における利益相反管理研修
対象 ：JSPO/JOC/JPSA加盟団体、スポーツガバナンスウェブサイト登録団体関係者
日時 ：1月28日（金）18:00～19:30、1月31日（月）15:30～17:00​
講師 ：時澤和豊氏（有限責任監査法人トーマツ、公認会計士）

里﨑 慎氏（デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合同会社、公認会計士）
参加者数：464名

③スポーツガバナンスウェブサイト登録団体対象コンプライアンス研修
対象 ：スポーツガバナンスウェブサイト登録団体役職員
日時 ：2月25日（金）18:00～19:30、2月26日（土）10:00～11:30
講師 ：飯田研吾弁護士（兼子・岩松法律事務所）
参加者数：336名

https://www.jpnsport.go.jp/corp/gyoumu/tabid/1425/Default.aspx
https://www.jpnsport.go.jp/corp/gyoumu/tabid/1535/Default.aspx
https://www.jpnsport.go.jp/corp/gyoumu/tabid/1701/Default.aspx
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